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  １．開  会 

○事務局（家山道民生活課長） 本日は、お忙しいところをお集まりいただきまして、誠

にありがとうございます。 

 定刻になりましたので、今年度２回目の北海道犯罪被害者等支援施策推進懇談会を始め

させていただきます。 

 

  ２．挨  拶 

○事務局（家山道民生活課長） 開会に当たりまして、くらし安全局長の髙木からご挨拶

申し上げます。 

○髙木くらし安全局長 髙木でございます。 

 本日、皆様には、大変お忙しいところを第２回目の懇談会にご出席いただきまして、あ

りがとうございます。 

 前回の第１回懇談会では、現在の第四次北海道犯罪被害者等支援基本計画の推進状況の

ご説明と、この計画は本年に改定年を迎えておりますことから、改定に向けたスケジュー

ルなどについてご説明をさせていただきました。 

 本日の懇談会では、計画改定についての考え方や今後の進め方などについてご説明させ

ていただくとともに、この計画の根拠の一つになっている北海道犯罪被害者等支援条例の

施行状況についても説明させていただくこととなっております。 

 大変限られた時間ではございますけれども、計画、条例につきまして、皆様から忌憚の

ないご意見を賜りますようお願い申し上げます。 

 本日は、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 

  ◎事務局連絡事項 

○事務局（家山道民生活課長） 議事に入ります前に、本日、札幌国際大学の鈴木教授、

北海道市長会の京野参事、北海道町村会の大田主事におかれましては、ご都合によりご欠

席されていることをご報告いたします。 

 続きまして、本日皆様にお配りしている資料を確認させていただきます。 

 まず、次第、出席者名簿、配席図、資料１、資料２－１、資料２－２、資料３－１、資

料３－２、資料４、それから、参考資料として本懇談会の開催要領があります。 

 本日の追加資料としまして、資料２－２の後ろに北海道犯罪被害者等支援基本計画改定

骨子案と、参考資料の後ろに北海道犯罪被害者等支援条例の本文と現行の第四次北海道犯

罪被害者等支援基本計画の全文をそれぞれ添付させていただいております。 

 不足等がございましたら、お知らせ願いたいと存じます。 

 

  ３．議  事 

○事務局（家山道民生活課長） それでは、早速議事に入ります。 

 初めに、議事（１）の座長の選出についてでございますけれども、参考資料の北海道犯
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罪被害者等支援施策推進懇談会開催要領の４の（２）に、必要に応じて懇談会に座長を置

き、環境生活部長が指名するということになっております。 

 環境生活部長よりあらかじめ伺っていまして、座長は北海道弁護士会連合会犯罪被害者

支援委員会の山田委員長にお願いしたいと思いますけれども、皆様、よろしいでしょうか。 

（「異議なし」と発言する者あり・拍手） 

○事務局（家山道民生活課長） それでは、ここから先は山田座長の進行により進めてま

いります。 

 山田座長、よろしくお願いいたします。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 皆様、ご苦労さまです。 

 座長を仰せつかりました北海道弁護士会連合会の犯罪被害者支援委員会委員長の山田と

申します。 

 日頃から当委員会の支援活動につきましては絶大なご理解を賜りまして、心から感謝を

申し上げる次第です。 

 今日は、第四次北海道犯罪被害者等支援基本計画の見直しと、北海道犯罪被害者等支援

条例の施行状況等の検討、この二つがテーマということです。 

 かなり広い分野にわたっておりますけれども、どしどしご質問、ご意見をいただきまし

て、有意義な懇談会にしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、議事（２）第四次北海道犯罪被害者等支援基本計画の見直しについて事務局

からご説明をお願いいたします。 

○事務局（斉藤主幹） 私は、道庁の環境生活部くらし安全局道民生活課主幹の斉藤と申

します。 

 今日は、私からご説明申し上げます。 

 資料１から資料３までを説明させていただきます。 

第四次北海道犯罪被害者等支援基本計画の見直しについて、資料１に沿ってご説明申し

上げます。 

 一つ目は、北海道犯罪被害者等支援基本計画についてです。 

 ポツが三つございまして、犯罪被害者等の支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するため、施策についての基本的な考え方や具体的施策などを定めるものとして、平成１

９年３月に北海道犯罪被害者等支援基本計画を策定しております。 

 令和３年３月に第四次の改定をし、犯罪被害者等を取り巻く社会情勢の変化などを踏ま

え、５年を目安に必要な見直しを実施しております。 

 見直しに当たりましては、これまでの犯罪被害者等支援施策の推進状況を点検するとと

もに、有識者をはじめ、道民や市町村などから幅広く意見を聴取し、進めていくものでご

ざいます。 

 （１）として根拠を記載しております。 

 枠の中の犯罪被害者等基本法第５条と北海道犯罪被害者等支援条例第８条にそれぞれ根

拠の規定を記載しております。 
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 （２）として、計画の性格でございますが、犯罪被害者等の権利利益の保護と適切な支

援を行うため、基本的な考え方、施策の方向性と総合的な体系を示したもので、この基本

計画は、北海道総合計画の施策別計画として位置づけるほか、北海道人権施策推進基本方

針や北海道ＳＤＧｓ推進ビジョンの趣旨を踏まえて取り組むものでございます。 

 （３）として、構成です。 

 構成につきましては、資料２にありますので、後でご説明申し上げます。 

 犯罪被害者等支援の基本的な考えや犯罪被害者等の現状、基本計画の施策体系のほか、

重点課題として取り組む各種施策について現状や課題、具体的取組を記載しております。 

 ２の施策の推進状況です。 

 推進状況につきましては、庁内関係部局の取組状況について、毎年度、北海道犯罪被害

者等支援庁内連絡会議において、計画に位置づけた施策の実施状況を取りまとめ、この北

海道犯罪被害者等支援施策推進懇談会へ報告し、意見を伺い、必要に応じて改善を図りな

がら施策を推進しております。 

 ３の本計画の見直しに当たっての視点でございます。 

 毎年度の施策の点検、進捗管理を踏まえ、次のとおり整理していきます。 

 まず、前回の改定から基本計画に基づき施策を推進してきましたが、道内の刑法犯認知

件数が増加しており、子どもや女性を対象とする事件、高齢者が被害に遭いやすい特殊詐

欺やＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺が後を絶たないほか、交通事故による死者は１００人を

超えるなど、依然として厳しい情勢です。 

 令和５年に実施した道民意識調査結果では、なお４割以上の道民が犯罪被害に遭う不安

を感じている状況です。 

 令和６年４月に国の有識者検討会が取りまとめた「地方における途切れない支援の提供

体制の強化に向けた提言」では、犯罪被害者等から被害原因や居住地域によって支援内容

に差があるなどの切実な声があることが指摘されております。 

 道としましても、本提言を踏まえ、犯罪被害者等が必要な支援を適時適切に途切れるこ

となく受けられる多機関ワンストップサービス体制の構築を図るとともに、住民に身近な

市町村における被害者支援の体制整備が進むよう、研修会を開催するなど、現状や課題を

整理の上、具体的な取組を進めております。 

 国では犯罪被害者等基本計画を見直し中であり、今後の状況などを踏まえながら、重点

課題として取り組む各施策の内容などの検討も併せて進めております。 

 ４として、見直しの進め方でございます。 

 庁内連絡会議で検討し、有識者懇談会から意見をいただき、令和５年に実施した道民意

識調査で４割以上の道民が不安を感じているという結果を反映します。 

 パブリックコメントの募集、そして市町村意見の照会を行っていく予定です。 

 スケジュールとして、１０月の本有識者懇談会以降は、１１月に私どもが議会に改定骨

子案の報告、改定素案の報告、パブリックコメントの実施、市町村への意見照会、年が明

けまして２月に改定案の議会報告、３月に改定計画を決定する予定としています。 
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 以上、資料１の考え方を説明させていただきました。 

 続いて、資料２に入ります。 

 資料２－１と２－２がありますが、先ほどの構成を先に説明したいので、順番を変えま

して、資料２－２をご覧ください。 

 この概要は前回も説明しておりますが、今回については、この後に説明する骨子案に関

連して、現行の基本計画の構成について再確認ということでご説明申し上げたいと思いま

すので、項目のみを確認してまいります。 

 まず、第１章の基本的な考え方でございます。 

 第１の計画策定の趣旨、第２の計画の性格、第３の計画の期間、第４の基本方針、第５

の推進体制という五つの項目がございます。 

 続いて、第２章の犯罪被害者等の現状ですが、第１として犯罪の状況、第２として犯罪

被害者等への支援の取組で二つございまして、１の第３次基本計画策定後の取組、２の犯

罪被害者等の現状と支援の必要性という流れです。 

 続いて、第３章の北海道犯罪被害者等支援基本計画の施策体系は二つございまして、第

１の施策体系図、第２の全道的な関係機関と連携図となっています。 

 最後の第４章の重点課題と施策は、五つございます。 

 第１の総合的推進体制の整備、第２の損害回復・経済的支援等への取組、第３の精神的・

身体的被害の回復・防止への取組、第４の刑事手続への関与拡充への取組、第５の道民及

び事業者の理解増進等となっております。 

 特に、最後に述べました重点課題と施策につきまして、今後どのように進めていくかと

いうことを国の見直しと並べたものが、資料２－１の重点課題に係る国計画の見直し内容

と道基本計画（現行）との関係です。 

 これは、今説明しました概要の中の重点課題に特化した国との比較という資料となって

います。 

 内容についてご説明申し上げます。 

 本資料は、現在、国で見直し中の第５次犯罪被害者等基本計画重点課題の見直し内容と

道の基本計画との関係を示したものです。 

 左側の国の項目順番と右側の道の項目順番がずれておりますが、これは、この表の一番

下の※印にあるとおり、道計画の柱立ては、犯罪被害者等基本法の項目立てを踏まえつつ、

前回改定の令和３年３月の際に、平成３０年４月に施行された道犯罪被害者等支援条例に

沿ったものとなるように見直した経過があることから、このように順番にずれが生じてお

ります。要するに、道犯罪被害者等支援条例と柱を合わせているため、国とは数字の順番

に若干のずれがあることをご理解いただきたいと思います。 

 それではまず、国の第１の損害回復・経済的支援等への取組からご説明していきます。 

 こちらは、１と２がございます。 

 ２の犯罪被害者等への経済的支援等に関する施策に経済的負担の軽減と居住の安定及び

雇用の安定を統合し、今までの柱の数よりも減らして二つの項目となっております。 



- 5 - 

 

 この取組につきましては、右側の道の基本計画においても、第２の損害回復・経済的支

援等への取組及び第５の道民及び事業者の理解増進等の２の事業者の理解の促進の中に対

応しております。 

 次に、国の第２の精神的・身体的被害の回復・防止への取組については、大きな変更は

ございませんが、道計画においても、第３の精神的・身体的被害の回復・防止への取組の

中で対応しております。 

 次に、国の第３の刑事手続等への関与拡充への取組については、二つ目の加害者の処遇

段階における関与等に関する施策が新規項目となりましたが、この項目は、被害者等通知

制度など国が行う取組に特化して書いておりますので、道の基本計画には影響しないとい

う状況です。 

 なお、１の捜査及び公判等の段階における関与等に関する施策については、道基本計画

においても、第４の刑事手続への関与拡充への取組の１の刑事に関する手続への参加の機

会を拡充するための制度の整備等の中で対応しております。 

 最後に、国の第５の国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組については、現行の

国の計画の国民の理解の増進を分割して２項目とし、項目も新しくして、１の学校をはじ

めとする教育活動の推進に関する施策と、国民に向けた広報啓発に関する施策の二つに分

かれておりますが、道基本計画においても、右側にございますとおり、第５の道民及び事

業者の理解増進等の１の道民の理解の増進の中で対応しております。 

 このように、国の基本計画においては、分割等による新規項目が多少あるものの、大き

な変更はなく、道の基本計画においても必要項目に対応していることから、道の次期計画

の構成については現行の構成をベースに進めたいと考えております。 

 構成につきましては、先ほど説明した資料２－２の最後のページについている北海道犯

罪被害者等支援基本計画改定骨子案をご覧ください。 

 これが今回の骨子ですが、次の基本計画の柱立てを１枚のペーパーにまとめております。 

 第１章ということで、基本的な考え方は第１から第５の項目を同じく設定しております。 

 第２章ということで、犯罪被害者等の現状も同じく、第１の犯罪の状況、第２の犯罪被

害者等への支援の取組としています。 

 第３章ということで、北海道犯罪被害者等支援基本計画の施策体系ということで、これ

も同じく第１の施策体系図、第２の全道的な関係機関との連携図という構成としておりま

す。 

 最後に、先ほどご説明した重点課題と施策におきましても、従来と同じような形で第１

から第５ということで、第１の総合的推進体制の整備に三つございまして、１の相談及び

情報推進体制の充実、２の支援充実のための人材育成、３の市町村・民間団体への支援等、

第２ということで損害回復・経済的支援への取組、１の損害賠償の請求についての援助等、

２の経済的負担の軽減、３の居住の安定、第３の精神的・身体的被害の回復・防止への取

組、１の保健医療・福祉サービスの提供、２の安全の確保、３の保護、捜査、公判等の過

程における配慮等、第４の刑事手続への関与拡充への取組、１の刑事に関する手続の参加
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の機会を拡充するための制度の整備等、第５の道民及び事業者の理解増進等、１の道民の

理解の増進、２の事業者の理解の増進ということを柱に改善してつくっていきたいと考え

ております。 

 最後に、資料３―１の第４次北海道犯罪被害者等支援基本計画の取組点検集計表をご覧

ください。 

 こちらは、先ほども推進体制でご説明しましたが、毎年報告している第４次北海道犯罪

被害者等支援基本計画の推進状況を５年分まとめて、その推進状況を所管部課が自己点検

したものでございます。 

 集計表の結果としましては、Ｂの「概ね実施」が２０４、Ｃの「一定程度進行」が７と

なっており、本基本計画の取組については、おおむね実施しているとの結果となっており

ます。 

 その５年分まとめた個別の取組の評価については、次ページ以降の資料３－２に取りま

とめておりますので、後でご覧いただければと思います。 

 私からは、以上です。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 多岐にわたっておりますけ

れども、ただいまの説明につきまして、ご質問、ご意見をお願いいたします。 

 高山委員、自分の専門的な分野も含めて、ご意見、ご質問はありませんか。 

○北海道家庭生活総合カウンセリングセンター北海道被害者相談室（高山室長）高山です。 

 第 4 次基本計画がこの 5 年間、被害者支援を実施する中でどう生かされてきたかという

ところをお話させていただきます。なかでは経済的支援はあまり利用できなかったという

思いは残っています。 

被害者の方は、たとえば損害賠償が認められてもすぐ支払われるわけではないので、そ

の多くは未払いです。更に今すぐお金が必要という時に、立替払い、緊急支援金、見舞金

等のすぐに使える経済的支援があればいいと思います。 

ある被害者の方から、条例のなかで重傷病見舞金というものが該当するのですが、なか

なか支払われない。今すぐお金がなくて困っている。担当行政に問い合わせても埒があか

ず、“被害者相談室に相談しなさい”と言われたとの相談がありました。 

私どもでもなんともできません。このような時こそ緊急的な支援があればいいと思いま

す。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 内藤委員、何かありません

か。 

○北海道交通事故被害者の会（内藤副代表） 北海道交通事故被害者の会の内藤と申しま

す。 

 以前は当会の前田代表が参加させていただいておりましたが、今年からは、私、副代表

の内藤が参加させていただきます。よろしくお願いします。 

 私は同時に弁護士の仕事をしておりますので、今日お話をするとすれば、交通事故の話

だけではなくて、違ったお話も出てくるかなと思っております。 
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 そこで、資料１の２枚目の３の（１）で、最近、高齢者が被害に遭いやすい特殊詐欺や

ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺とかが後を絶たないというところが引っかかるかと思います。

これは、若い方もといいますか、若い方だからこそなのでしょうか、ＳＮＳ型の投資詐欺、

あるいは詐欺まがいに引っかかることが結構多くて、私の事務所にも年に二、三人は相談

にいらっしゃっております。若い方でも、ついついもうけ話に引っかかってしまうという

ことが多いようです。 

 自分の持ち金で出している限りは財産がマイナスになる程度で、それももちろん大きな

話ではありますが、お金がないのなら借りてくださいということで、消費者金融に行って

お金を借りて、２００万円、３００万円になったところで気づいて、これは引っかかって

いるのではないかというところで弁護士事務所に来るのですが、実情、回収は難しいです。

その際にはどうしたらいいかというと、債務整理をせざるを得ない、極端な話、自己破産

せざるを得ない、これはマイナスの被害だと思いますが、そういうことも結構あるようで

す。 

 同時に、流れたお金が何に使われているかは分かりませんが、また次の新しい犯罪に使

われるという悪循環になってくると思いますので、これは食い止めなければいけないこと

かと思います。 

 ですから、計画を立てる際に、ＳＮＳ型投資詐欺についての危険性を啓蒙、ＰＲしてい

ただくような内容も盛り込んでいただければいいのかなと考えております。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 目黒委員、何か一言ありま

せんか。 

○北海道医師会（目黒常任理事） 北海道医師会常任理事の目黒でございます。 

 この会にはもう何度も参加させていただいていますけれども、何度出ても素人の域を出

ませんので、有識者といいましても一市民としてしか意見が言えないのは申し訳ないと思

っていますけれども、それが現実でございますので、ご容赦願いたいと思います。 

 資料１の２ページ目にも犯罪の中身が具体的に書かれていますが、一般的な市民感覚で

言いますと、犯罪で被害に遭われた方はどなたも気の毒なのですけれども、特に気の毒だ

と思うのは、やはり交通事故と傷害事件です。凶悪犯罪と交通事故に関しては非常に問題

意識を持っていまして、実際に我々の医療機関に交通事故の方が来ましても、被害者の方

は大変な思いをしていますし、中には命を落とされる方もたくさんいらっしゃいますので、

そういうのを見ていると、これに対してきちんとした対応策を取らなければいけないとい

うことをいつも思っています。 

 ですから、この会でこういうことをきちんとお話ししていることは大変すばらしいと思

いますし、前田委員からもいろいろなお話を聞いて勉強させていただいたのですけれども、

私が非常にうれしく思ったのは、道警の方が非常にきめ細かく犯罪対策をされていて、被

害者の相談にもきちんと乗っていらっしゃるということでした。私はそれをよく知らなか

ったので、前にもちょっと申し上げましたが、これを市民、道民にもっと啓発して、こう

いうシステムがきちんとあるのだということを教えてあげたら、皆さんはもっと早く立ち
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直れるのではないかと考えております。 

 ただ、その状況はまだ変わっていないと思いますので、引き続き、被害者に対していろ

いろな手段がきちんとあるのだよ、泣き寝入りをしないで頑張ってくださいというような

ことを言っていただければと思います。 

 同じように、性犯罪についても身体的、肉体的に非常に大きなダメージを被ることは我々

も経験的に知っていますので、これについてもきちんとした対応策を考えなければいけま

せんし、医学的には、中絶のためのピルが割と手に入りやすくなったということもありま

すので、その辺のことも、誇大に広めるのではなく、適正に周知して、こういう手段もあ

るのだよということをきちんと周知すべきと思っていました。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） それでは、橋本委員、一言

ありませんか。 

○北海道臨床心理士会（橋本理事） 北海道臨床心理士会の橋本と言います。 

 カウンセリングの補助で札幌市のものを利用して来られる方が結構いらっしゃるのだけ

れども、北海道の制度があるのかどうか、私は存じておりません。 

 札幌市とかほかの自治体の場合は、多分、３年以内という上限で、臨床心理士あるいは

公認心理師の資格を持っている人への助成が出るというものがありまして、何人かは使っ

て来られます。 

 もちろん、警察のほうもいろいろと制度化してくださっていると思うのですけれども、

札幌市以外でも広くあればいいなと思っていました。 

 札幌市の３年以内というのは、出来事の発生で、私たちのほうに来るのは、裁判も終わ

ってそれでも外に出られないとか悪夢を見るということで、その時点で出来事から年月が

結構たっていて、３年以内ということだけれども、実質は１年もできないということがあ

ります。そのあたりは、回復にはもっと時間がかかるということが知られていくことと、

札幌市の場合は、お医者さんのところに精神科医療の補助をもらって、そのまま薬物療法

では難しいので心理療法をというふうに来てくださる方がまれにいらっしゃいますが、と

てもいい制度なので、何とか広く知られていくといいなと思いますし、北海道のいろいろ

なところに住んでいる方も使えたらいいなと考えておりました。 

 また、我々臨床心理士は、学校のスクールカウンセラーとか、児童相談所とか、医療、

教育といろいろなところにいますので、こういった施策が実施されるということを臨床心

理士会の会員みんなに知ってもらう普及ということもすごく大事な仕事かなと思いながら

伺っておりました。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 木屋委員、何か一言お願い

いたします。 

○札幌高等検察庁犯罪被害者等支援対策室（木屋公安事務課長） 札幌高等検察庁公安事

務課の木屋でございます。 

 私ども検察庁では、通常、捜査、公判の関係ということで、例えば、裁判参加の制度や

加害者への通知制度についての業務が主でございまして、私は前回から参加させていただ
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いているのですが、北海道とか各種の団体が金銭面での支援とか、就労の支援とか、住居

の支援というところですごくきめ細かく対応なされていることをあまり知りませんでした。 

 私ども検察庁の一般職員は、裁判対応や通知の対応をメインでやっておりますので、そ

ういうところの知識はあまりないのかなと思っております。 

 前回、鎌田委員に、警察のギュっとＣＨ（チャンネル）というものを紹介いただきまし

たが、これを見ますと、すごくいろいろな施策があるのだなということが、しかも地区ご

とに分かるということで、今、検察庁の内部でもこれを周知して、業務でもよく参考にし

ろというふうに言っております。 

 こういうものを通じて、検察庁職員も被害者支援の施策等の知識を深めてもらえればと

思っており、その結果、いろいろな施策に捜査、公判の段階から横のつながりでつなげて

いければと思っております。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 鎌田委員、どうでしょうか。 

○北海道警察本部警務部警務課犯罪被害者支援室（鎌田室長） 北海道警察本部犯罪被害

者支援室長の鎌田でございます。いつもお世話になっております。 

 本日、事務局からご説明がありました改定骨子案に関しまして、警察本部としましては、

基本的にこの骨子案に全面的にご協力をさせていただきたいと考えております。 

 この骨子案につきましては、事務局において、国の現在の見直しの内容をよく整理して

いただき、それに準拠しているかどうかを比較、対照していただき、漏れのないように検

討していただいていることが分かりました。また、現行の計画の取組点検表では、２１１

にわたる取組の点検をして、それをまとめていただいたことについても御礼申し上げます。 

 この結果のとおり、被害者支援につきましては、終了していいというものはなくて、引

き続き取り組む必要があるという施策が大半でございますので、それを基にした改定骨子

案に準拠していくという考え方は引き継いでいくべきであり、警察本部としましても、こ

れに全面的にご協力させていただきたいと考えているところです。 

 また、本日、目黒委員からもご指摘をいただきましたが、警察への相談など、被害者に

対するいろいろな啓発、周知というのは、先生のおっしゃるとおり、本当に重要だと考え

ております。このようにいろいろ策定しましても、結局、被害者に届かなかったり、それ

を知らなかったとなれば、絵に描いた餅になってしまいますので、警察としましても、や

はりそのあたりをしっかり伝えることが大事だと考えています。 

 実は、今、具体的にも検討しておりまして、先ほど高等検察庁からもありましたが、ギ

ュっとＣＨ（チャンネル）というウェブで見るものを広めたり、何か紙を渡すよりも、被

害のところから導入していってたどり着けるような形ができないかなど、そういうことも

含めて検討しているところです。 

 最後に、臨床心理士会からもご指摘いただきましたカウンセリングの補助費用や公的な

支援についても被害者に届けるべきだと考えております。 

 実は、カウンセリングの補助につきましては、先ほど札幌市の施策がありましたけれど

も、北海道警察も、札幌市が行っているものと併せまして、それ以前から精神療法等費用
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の公的負担を実施しております。 

 私は、この要綱で令和２年に札幌市に盛り込んでいただくときにも直接参画しまして、

どちらかで必ず出るようにという仕組みづくりをしております。これについては、実は年々、

獲得予算を増額しております。特に、精神療法は既往のある方や発生に伴ってかかる方が

非常に多くなっておりますので、その方が漏れなく適用できる予算も拡大して獲得をして

いるところです。 

 また、年の回数制限も撤廃する方向で進めたり、各自治体で特化条例が進んでいるので

すけれども、札幌市以外にはカウンセリング療法まで入れているところが現在はないと承

知していますが、こういった面が大事だということは道警察としましても各自治体に周知

しているところです。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 私からですが、基本計画の

取組項目は２１１点ですか、おおむね実施ということで努力をしていただきまして、あり

がとうございます。 

 そこで、１点、資料１の３の計画の見直しに当たっての視点の（２）についてです。 

 これは、令和６年４月に国の有識者検討会が取りまとめた地方における途切れない支援

の提供体制の強化に向けた提言の中で、犯罪被害者等から被害原因や居住地域によって支

援内容に差があるという声が強く上がっているところであり、これが見直しに当たっての

視点に入っているということは非常に賛成です。 

 それから、居住地域によって、条例のある、なしがはっきりしております。北海道の場

合は、鎌田さんらの努力で、今は９７市町村に犯罪被害者支援条例があります。ただ、そ

のうちの７市町村には見舞金条例がないということです。ですから、大体５０％ですね。

地域差が著しいということははっきりしているのです。 

 では、北海道として何をするのかという話になるのですけれども、全都道府県に犯罪被

害者支援条例がありまして、そのうちの２１都県には見舞金条項があるのです。４７都道

府県のうちの２１都県で、道はもちろん入っていません。これは、地域によって支援内容

に差があってはいけないという都や県のご判断でそういう網をかぶせているのですが、そ

うすると、二重に支援ということもあるのですけれども、それはそれでいいのだという判

断でやっているわけです。 

 見直しに当たっての視点ということですので、高山さんがおっしゃったように、例えば、

行政の窓口に行くのにタクシーを使うにしても、お金がないわけです。行政負担といいま

すけれども、事件直後の精神状態でバスや地下鉄に乗ってこいというのはおかしいわけで

す。そういう精神状態ではないのです。ですから、とにかく当座のもろもろの不安を取り

除くというのは極めて重要な視点だと思いますので、今後の検討に当たっては、何らかの

支援策を考えていただきたいというのが私の意見です。 

 それでは、ほかにご質問、ご意見ございませんか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） ないようですので、次に進
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みたいと思います。 

 議事（３）北海道犯罪被害者等支援条例の施行状況等の検討について、事務局から説明

をお願いします。 

○事務局（斉藤主幹） 資料４の北海道犯罪被害者等支援条例の施行状況等の検討につい

てに沿って説明させていただきます。 

 一番上に記載されていますが、北海道犯罪被害者等支援条例は、条例施行日の平成３０

年４月１日から令和２年４月１日をめどとして法制度の動向を踏まえて必要な措置を講じ、

その後は、社会経済情勢の変化等を勘案し、５年を経過するごとに必要な措置を講ずるも

のとされていることから、条例施行の状況等について検討しております。 

 その検討の中身は、表がございまして、１の施行状況等の検討ということで、項目ごと

に説明させていただきます。 

 まず、必要性ということですけれども、必要性は当然あることが前提ですが、一応の整

理ということで、条例の必要性について記載しております。 

 視点としましては、条例が対応しようとする課題は現在もあるか、課題は条例により対

応しなければならないものかということです。 

 検討結果としましては、前回、令和２年に検討後、依然として殺人や強盗などの犯罪被

害に遭われた方やその家族が犯罪による直接的な被害だけではなく、被害を受けた後に心

ない言動や無理解による２次被害にも苦しめられていることが少なくないということで、

引き続き、本条例に基づき犯罪被害者等が受けた被害の回復または軽減等を図るため、犯

罪被害者等を社会全体で支え、安心して暮らすことのできる道民生活の実現に向けた施策

を総合的かつ計画的に推進する必要があるという結果となっております。 

 必要性の二つ目ですが、類似法令の制定等により不要となっていないか、また、条例制

定の根拠となる法令の規定が改正または廃止をされていないかということですが、こちら

のほうの検討結果としましては、前回、令和２年の検討以降に、犯罪被害者等基本法に改

正はなく、また、犯罪被害者等給付金の支給による犯罪被害者等への支援に関する法律や、

犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関する法律、犯罪

被害財産等による被害回復給付金の支給に関する法律については、給付金の最低額の引上

げや他法令の改正に伴う取扱いの変更といった改正が行われておりましたが、本条例に影

響する法令改正・廃止はされていないという結果です。 

 次に、規定の適正化ですが、社会情勢の変化等に伴い、適切でなくなった表現や解釈の

疑義が生じることはないかということですが、社会情勢の変化等に伴い、適切でなくなっ

た表現や解釈に疑義が生じる規定はない、また、事業の廃止等に伴う改正漏れもなく、適

正であります。 

 効果ですが、現行の規定は活用されているか、また、課題が解決できているかというこ

とですが、前回の検討以降、市町村の犯罪被害者等支援条例の策定数が道警のお力もござ

いまして、令和２年の８団体から令和７年には９４団体に増加しており、市町村の関係施

策の充実が図られている状況となっております。 
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 これらの状況を踏まえまして、２の検討結果ですが、上記１の検討結果において、依然

として犯罪被害者等の支援を要する状況にあること、関係法令に本条例に影響する改正、

廃止がないことから、現状において条例見直しの必要はないと考えております。 

 私からは、以上です。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） ただいまのご説明につきま

して、ご質問、ご意見はおありでしょうか。 

 結論としては、現状においては条例見直しの必要性はないと考えると結論づけておりま

すけれども、内藤委員、どうでしょうか。 

○北海道交通事故被害者の会（内藤副代表） 条例をどうするということよりも、具体的

な基本計画の内容のほうがむしろ重要かと思います。 

 ただ、条例が何か変わらなければ具体的な施策も取組が難しいというのであれば改定す

る必要があると思いますが、今回ご説明いただいたとおり、現在はその必要はないという

ご見解ですし、いや、そうではなくてという材料を私は持ち合わせておりませんので、ご

提案のとおりでよろしいと思っています。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 高山委員が先ほどおっしゃ

った被害者の経済的な窮状も頭に入れて、何かご意見はありませんか。 

○北海道家庭生活総合カウンセリングセンター北海道被害者相談室（高山室長） こうい

った条例にしても、せっかくこのようにきめ細かい条例があるにもかかわらず、現実的に

はあまり使えていない状況もあるのです。 

 先ほどもどなたかおっしゃっていましたが、やはり、周知してもらう、みんなに知って

もらうということがもっとあったらいいなと感じております。 

 経済的なことについても、地域によっての格差があります。条例の見舞金制度が全部に

入っているわけではなく、居住地によっては見舞金を受け取れないという現実もあります

ので、そこら辺も何かあればいいかなと感じております。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 木屋委員、条例のところで

ご質問やご意見はありませんか。 

○札幌高等検察庁犯罪被害者等支援対策室（木屋公安事務課長） 今、検討結果のご説明

をいただきまして、その内容で相当かと思いますので、特段の意見はございません。 

 自分のことをお話しさせていただくのですけれども、かなり前に、私の祖母がいわゆる

私を語ったオレオレ詐欺に遭って、２００万円を取られています。私はそのときに釧路の

検察庁にいたのですけれども、札幌地検で対応しておりまして、札幌地方検察庁から被害

回復給付金ということで十数万円いただきました。２００万円を取られたのですが、それ

ぐらいということで、もう祖母は亡くなっていますが、当時は本当に意気消沈してしまっ

ていました。 

 金額だけが戻ればいいということではないと思うのですけれども、ここの２行目に書い

てありますように、回復給付金の関係についても最低額の引上げや改正が行われていると

思いますので、そういったところを対応していただければ、この条例の改正については特
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段の意見はありません。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 橋本委員、条例についてど

うでしょうか。 

○北海道臨床心理士会（橋本理事） ご説明のとおり、改定の必要はないということなの

で、それでいいと考えました。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 目黒委員、条例についてど

うでしょうか。 

○北海道医師会（目黒常任理事） 大変詳細に検討されていて、特に問題ないと思います。 

 大変すばらしいと思ったのは、令和２年の８団体から５年間で９４団体まで自治体が増

えたということです。ということは、これを策定するためには市町村議会で議論するわけ

で、そうすると、議員は市民ですから、おのずと市民に伝わる可能性が高いわけです。そ

う考えると、何倍にも増えているということで、私がいつもお願いしている周知というこ

とに関しては、ここでも随分実現していると考えています。 

 引き続き、これが増えてくれることを願いたいと思います。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 鎌田さんがいらっしゃいま

すけれども、北海道で１７９市町村のうちの９７市町村ですから、まだまだ制定率は低い

と言わざるを得ないです。 

 ですから、まだ制定していない市町村に対してどう取り組んでいくか。この点に関しま

しては、道警被害者相談室と札幌弁護士会犯罪被害者支援委員会、また道弁連とも協議を

重ねておりまして、被害者相談室が実施している主要警察署に周辺の市町村の担当者に集

まっていただいて、そこで条例等の内容を説明したりする研修会といいますか、それを実

施していますし、これからも継続してやっていくということでした。 

 その場には道弁連からの委員も同席しておりますし、担当者に条例の意義や必要性を説

明して、各市町村に条例をつくる作業を促しているというのが現状です。 

 鎌田さんに聞きたいのですけれども、道弁連でも何とか意見交換をしてバックアップし

たいということでやってきているのですけれども、何とか１００％までと思っています。

１００％という都府県は結構ありますので、北海道もまずは１００％ということで、それ

プラス、見舞金の支給条項をしっかり入れるというのがベストですけれども、そういった

可能性はどうでしょうか。今後の制定を見越したご意見をお願いいたします。 

○北海道警察本部警務部警務課犯罪被害者支援室（鎌田室長） 条例につきましては、実

は、山田座長がかなり昔から声を上げられて、やっと最近になって実現してきた状況です。 

 目黒先生からありましたとおり、議会上程が必要ですから、私どもは現在も１２月議会

に入れる複数の自治体と可決に向けてやり取りをしているところですが、その過程におい

て、いろいろな意見があったり浸透が図られるという副次的効果が得られるというところ

も非常に有意義だと思っております。 

 見通しについては、山田座長がおっしゃるとおり、１００％の県もありまして、もちろ

ん北海道も１００％を目指しておりまして、中長期的な計画を立てながらやっているとこ



- 14 - 

 

ろです。 

 先ほど山田座長からあったご意見は非常に貴重だと考えていまして、見舞金条例がある

２１都県あるのも事実です。条例の第１５条でも、施策を推進するために都道府県が財政

上必要な措置を講ずるよう努めるということで、市町村条例をつくる中においても、市町

村から道でも何かをつくってくれることを求める声がありますし、それができなければ市

町村の後押しをしていただきたいという声も多数聞いていますので、今後、そういうこと

も念頭に置きながら進めていければと考えているところです。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） ２０１８年頃に都道府県条

例が３０ぐらい一遍にできたのですけれども、そこから７年ぐらい経過しているのです。

見てみると、改正しているところも何県かあるのだけれども、ほとんどはそのまま２０１

８年の条例がずっと続いているので、いよいよ内容が問われる時期になってきたのかなと

いう感想を私は持っております。 

 条例に関して、ほかにご意見、ご質問はありませんか。 

○北海道交通事故被害者の会（内藤副代表） 今までのお話を伺いしていて、情報提供の

重要性ということが複数の方からありまして、私もそのとおりだと非常に心強く思ってお

りました。 

 私の立場からさらに言えば、諸澤英道先生という方がいらっしゃいまして、被害者学の

非常に権威の方です。この方がおっしゃっていることの中の一つに、知る権利があるとい

うことで、それは当然ですね。具体的に言えば、どのような支援を受けることができると

か、どこに行けばどういうことができるとか、被害者参加の方法はどうすればいいのだと

か、いろいろな情報があって、それを知る権利があるというのは当然のことです。ただ、

知る権利があるとはいっても、知る権利があることを知らなければ意味がないので、知る

権利があることを告知される権利、知らされる権利が最も重要なのだとおっしゃっており

ます。 

 私もそうだと思っていまして、知る権利があっても、自分はその権利があるということ

が分からないと何事も起きないので、情報提供ということは非常に重要です。改めて、知

る権利があることを知らされる権利というものを前提として、ぜひ制度運用をしていただ

きたいと思います。 

 条例改定の件とは直接関係ないですし、それをどうやって条例に落とし込むかというの

はなかなか難しい問題があって、私もこうしたらいいとは言えないのですけれども、ぜひ

理念として押さえていただいて、共通認識として持っておいていただきたいという考えで

お話ししました。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） ほかにありますでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） ないようですので、次に進

めさせていただきます。 

 （４）その他に入ります。 
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 今日の懇談会全体にわたりまして、ご質問、ご意見があればおっしゃっていただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

（「なし」と発言する者あり） 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 事務局からは何かあります

でしょうか。 

○事務局（家山道民生活課長） 今日は様々な視点からご意見をいただきまして、ありが

とうございました。 

 今年度は、本懇談会を１１月と１月にまた予定しているというご案内を差し上げたとこ

ろですが、次回の懇談会につきましては、１０月下旬に書面の開催で一度させていただき

たいと考えておりますので、ご協力をお願いいたします。 

 また、本日の議事録の案を後日お送りさせていただきますので、ご確認をよろしくお願

いいたします。 

 事務局からは、以上です。 

○北海道弁護士会連合会犯罪被害者支援委員会（山田座長） 以上をもちまして議事を終

了いたします。 

 ありがとうございました。 

 進行を事務局へお返しいたします。 

 

  ４．閉  会 

○事務局（家山道民生活課長） 山田座長、ありがとうございました。 

 それでは、以上をもちまして、令和７年度第２回北海道犯罪被害者等支援施策推進懇談

会を終了いたします。 

 本日は、お忙しいところをお集まりいただきまして、どうもありがとうございました。 

                                  以  上   


